
Press Release

◎ ※　記載の数字は季節調整値（P4参照）

22,803 人　　 【前月比 917 人　　（ 3.9% ）　　減 】
23,698 人　　 【前月比 194 人　　（ 0.8% ）　　減 】

◎

7,914 人　　 【前月比 842 人　　（ 9.6% ）　　減 】
5,055 人　　 【前月比 212 人　　（ 4.0% ）　　減 】

◎ 令和３年１月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和２年12月以前の数値は、令和３年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

新規求人倍率　　１．５７倍【前月比　０．０９ポイント低下】
新規求人数
新規求職者数

有効求人・求職の状況（季節調整値）

有効求人数・求職者数及び有効求人倍率の推移 新規求人数・求職者数及び新規求人倍率の推移

②　　新規求人倍率は92カ月連続１倍以上（最高は平成２９年１２月で１．８９倍）

①　　有効求人倍率は９カ月連続１倍割れ（令和２年４月は１．００倍）。

  求人が求職を下回る状況に加え、求人の減少により求人倍率が低下し、厳しい状況にある。
　新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

（令和３年１月）

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職　業　安　定　課　長 　 前田　成是
　　地方労働市場情報官 　　藤根　宏
     　　 電話　０１７（７２１）２０００

有効求人倍率　　０．９６倍【前月比　０．０３ポイント低下】
有効求人数
有効求職者数

青森労働局発表
令和３年３月１日

テレビ・インターネット ３月２日 ８時30分解禁
新聞 ３月３日 朝刊解禁

青森県の雇用失業情勢について
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Ⅱ

対前年増減
数（人）

対前年増減
率（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

令和2年8月

25,487 6,446 5,045 4,499 1,618 1,141 2,539 1,477 1,207 1,515

22,680 5,365 6,465 3,872 1,051 1,016 1,540 1,264 1,164 943

▲ 0.13 ▲ 0.18 ▲ 0.23 0.07 ▲ 0.20 ▲ 0.22 ▲ 0.04 ▲ 0.18 ▲ 0.17 0.02

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）

安定所別有効求人倍率の状況

対前年同月比（ポイント）

有効求職者数（人）

▲ 325

20.1 ▲ 3.6 ▲ 20.0 ▲ 19.1

建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％
医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％

　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

卸売業，小売業　▲616人（1,806人→1,190人）　▲34.1％
宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

　      新規求人数は、前年同月比6.3％（568人）減少の8,455人。

　①　新規求人の状況・・・P5項目4、P6参照

  新規求人の状況（原数値）

　②　主要産業における新規求人の状況・・・P7、P8参照

217 ▲ 22 ▲ 280 ▲ 93 137

▲ 12.2 12.7

　　 新規求職者数は、前年同月比16.2％（1,167人）減少の6,030人。

　　　　【増加した産業】

　新規求職の状況（原数値）・・・・P5項目2、P9参照
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Ⅴ

年月 求人倍率

令和２年８月 0.91

令和２年９月 0.89

令和２年10月 0.95

令和２年11月 0.97

令和２年12月 1.02

令和３年１月 0.96

参考　１　雇用失業情勢判断の推移（令和２年12月以前の求人倍率は判断時点における公表値。）

青森労働局の取組

雇用情勢判断

上記のほか、各ハローワークでは，随時，会社説明会やミニ面接会などを実施しています。

〇本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から、厳しい状況が続いているものの、持ち直しの動きがみられる。
   なお、直近の景況感（青森県景気ウォッチャー調査・令和３年１月期）を見ると、前期から大きく悪化し、景気の横ばいを
示す50を12期連続で下回った。
                                      【青森県：青森県経済統計報告（令和２年11月・12月の経済指標を中心として）】

○県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響から引き続き厳しい状態にあり、持ち直しの動きも一服している。
  最終需要の動向をみると、住宅投資は、概ね横ばい圏内となっている。公共投資は、横ばい圏内で推移している。個人
消費は、首都圏等を対象とした緊急事態宣言の影響などから、持ち直しの動きが一服している。設備投資は、製造業を
中心に増加している。
生産は、持ち直している。雇用・所得情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響から、弱い動きとなっている。
                                                                        【日本銀行青森支店：県内金融経済概況２月公表分】

〇2021（令和3）年1月度の青森県企業倒産は2件（前年同月比60.00％減）、負債総額は5100万円（同91.45％減）。倒産
件数は前月比で１件、前年比でも３件減少し、引き続き一桁台をキープした。又、負債総額も小規模クラスの倒産にとどま
り、2020（令和２）年9月以来、１億円を下回った。（中略）
　しかしながら、現在再発令されている11都府県への緊急事態宣言も、対象を10都府県とし、1カ月延長する方針で、新
型コロナウイルスが日本国内で初めて確認されてから約1年が経つものの、先行きの不透明感は依然として拭えない。終
息の見えない中で、事業者は「ウィズコロナ」を踏まえた経営転換を迫られるが、具体策を見いだせず、一時的に休業す
る動きも見られており、経営転換の立ち遅れから時代の流れに取り残された企業を中心に倒産が増加する可能性は否め
ない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【東京商工リサーチ青森支店：令和２年12月度青森県企業倒産状況】

参考　２　他機関の景気判断・・・職業安定業務取扱月報P１参照

求人が求職を下回る状況に加え、求人の減少により求人倍率が低下
し、厳しい状況にある。　新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響
に、引き続き注意する必要がある。(P)

　（改訂後の
　　令和2年12月の求人倍率0.99倍）
  有効求人倍率が0.03ポイント低下。
  新規求人倍率が0.09ポイント低下。

特徴

　新型コロナウイルス感染症拡大防止等の影響により、求職活動の長期化が見られることから、積極的な求人開
拓による求人の量的確保を行うこと、併せて、当該求人の早期充足に向け、求職者への求人情報の積極的かつ
効果的提供を行います。
　参加者の人数制限、消毒液の設置、参加者に対するマスク着用励行をお願いするなど新型コロナウイルス感染
症予防に万全を期したうえでセミナー、求人事業所説明会等を開催し、求人と求職のマッチング機会の確保を図
ります。
　引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業主への相談、支援を実施し、労働者の雇用を維
持していただくため、上限額の引き上げなど拡充された雇用調整助成金の周知について、関係機関を通じた取
組も継続実施し、さらなる活用、雇用維持に向けた取り組みを行います。

【県内ハローワークにおける取組】
ハローワーク青森 3/4 シニア就職面接会。3/5 令和4年3月新規大学等卒業予定者合同企業説明会。
　　　　　　　　　　　　3/11 求人事業所説明会。3/15 福祉のお仕事ガイド入門セミナー
ハローワーク弘前 3/4 令和4年3月新規大学等卒業予定者合同企業説明会。3/5 職業訓練説明会。

有効求人倍率が0.02ポイント低下。
新規求人倍率が0.20ポイント上昇。

　有効求人倍率が令和２年４月以来
の１倍以上。

 求人が増加しており、求人が求職を上回る状況となったが、新型コロナ
ウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

有効求人倍率が0.06ポイント上昇。

前月に同じ(新型コロナウイルス感染症の影響により、有効求人が大幅
に減少するなど、求人が求職を下回る状況であり、厳しさを増している。)
求人の減少に下げ止まりの動きが見られるものの、求職活動の長期化
により、有効求職者が増加し、求人が求職を下回る状況が続いており、
厳しい状況にある。新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、
引き続き注意する必要がある。
  求人が増加に転じてきているが、求人が求職を下回る中、求職活動の
長期化も見られ、厳しい状況にある。新型コロナウイルス感染症が雇用
に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

前月に同じ
有効求人倍率が0.02ポイント上昇。
新規求人倍率が0.05ポイント低下。
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　一般職業紹介状況（全数）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

有効求人倍率 新規求人倍率

季節調整値 前月比 季節調整値 前月比 季節調整値 季節調整値 前月比 季節調整値 前月比 季節調整値

２　年 　１月 25,804 ▲ 7.1 23,125 0.4 1.12 8,424 ▲ 17.6 5,874 ▲ 0.7 1.43

　２月 25,645 ▲ 0.6 23,247 0.5 1.10 9,747 15.7 5,686 ▲ 3.2 1.71

　３月 25,309 ▲ 1.3 23,155 ▲ 0.4 1.09 9,309 ▲ 4.5 5,728 0.7 1.63

　４月 23,296 ▲ 8.0 23,360 0.9 1.00 7,691 ▲ 17.4 5,679 ▲ 0.9 1.35

　５月 21,192 ▲ 9.0 23,377 0.1 0.91 7,904 2.8 5,619 ▲ 1.1 1.41

　６月 21,565 1.8 23,590 0.9 0.91 8,498 7.5 6,009 6.9 1.41

　７月 22,101 2.5 23,859 1.1 0.93 8,367 ▲ 1.5 5,667 ▲ 5.7 1.48

　８月 22,579 2.2 24,320 1.9 0.93 8,424 0.7 5,614 ▲ 0.9 1.50

　９月 22,721 0.6 24,679 1.5 0.92 8,634 2.5 5,407 ▲ 3.7 1.60

１０月 22,975 1.1 24,134 ▲ 2.2 0.95 8,600 ▲ 0.4 5,384 ▲ 0.4 1.60

１１月 23,369 1.7 24,127 0.0 0.97 8,694 1.1 5,477 1.7 1.59

１２月 23,720 1.5 23,892 ▲ 1.0 0.99 8,756 0.7 5,267 ▲ 3.8 1.66

３　年 　１月 22,803 ▲ 3.9 23,698 ▲ 0.8 0.96 7,914 ▲ 9.6 5,055 ▲ 4.0 1.57

　２月

　３月

　４月

　５月

　６月

　７月

　８月

　９月

１０月

１１月

１２月

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和２年12月以前の数値は新季節指数により改訂した。

令和３年１月

月間有効求人数 月間有効求職者数 新規求人数 新規求職申込件数
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一般職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

令和３年１月

対前年同月

３ 年 ２ 年 ２年 増減率、差

１ 月 １２ 月 １ 月

(%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

 1　月間有効求職者数　（人） 25,487 24,251 25,042 1.8

 2　新規求職申込件数　（件） 6,030 6,574 7,197 ▲ 16.2

 3　月間有効求人数　　（人） 22,680 23,274 25,475 ▲ 11.0

全  4　新規求人数　　　　（人） 8,455 8,040 9,023 ▲ 6.3

 5　就職件数　　　　　（件） 1,405 1,687 1,634 ▲ 14.0

 6　充足件数　　　　　（件） 1,383 1,620 1,553 ▲ 10.9

 7　有効求人倍率(3/1) （倍） 0.89 0.96 1.02 ▲ 0.13

  
　　　季節調整値 0.96 0.99 1.12

数  8　新規求人倍率(4/2) （倍） 1.40 1.22 1.25 0.15

　　　季節調整値 1.57 1.66 1.43

 9　就職率(5/2×100)  （％） 23.3 25.7 22.7 0.6

10　充足率(6/4×100)  （％） 16.4 20.1 17.2 ▲ 0.8

11　月間有効求職者数　（人） 20,949 20,991 20,473 2.3

12　新規求職申込件数　（件） 4,597 3,973 5,462 ▲ 15.8

常 13　月間有効求人数　　（人） 19,954 20,406 22,598 ▲ 11.7

14　新規求人数　　　　（人） 7,121 6,903 7,807 ▲ 8.8

15　就職件数　　　　　（件） 1,135 1,384 1,346 ▲ 15.7

16　充足件数　　　　　（件） 1,125 1,331 1,289 ▲ 12.7

17　有効求人倍率(13/11)(倍) 0.95 0.97 1.10 ▲ 0.15

用 18　新規求人倍率(14/12)(倍) 1.55 1.74 1.43 0.12

19　就職率(15/12×100)（％） 24.7 34.8 24.6 0.1

20　充足率 (16/14×100)（％） 15.8 19.3 16.5 ▲ 0.7

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和2年12月以前の数値は新季節指数により改訂した。

       2. ▲は減少である。

【網かけ以外は原数値：項目１～４の季節調整値はP4参照】

年　月　

　項　目
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令和３年１月

区　　　分 対 前 年  う ち  う ち  う ち 対 前 年  う ち  う ち  う ち
同 期 比 常    用 臨時季節 パートタイム うち常用 同 期 比 常    用 臨時季節 パートタイム うち常用 新　　規 有　　効

２２年度 81,517 15.6 39,063 8,602 33,852 26,990 175,685 21.8 87,064 16,189 72,432 60,098 0.64 0.39
２３年度 91,255 11.9 44,865 10,396 35,994 29,019 201,475 14.7 101,956 20,817 78,702 64,937 0.75 0.46
２４年度 103,937 13.9 51,688 11,842 40,407 32,984 248,510 23.3 125,821 25,977 96,712 80,270 0.92 0.61
２５年度 114,605 10.3 57,548 12,016 45,041 37,162 281,820 13.4 143,151 27,132 111,537 92,975 1.06 0.72
２６年度 116,464 1.6 59,973 10,175 46,316 38,168 292,936 3.9 153,613 22,918 116,405 97,482 1.16 0.81
２７年度 124,280 6.7 63,421 10,445 50,414 41,361 317,624 8.4 164,745 23,333 129,546 108,393 1.34 0.95
２８年度 131,893 6.1 68,997 11,262 51,634 41,651 344,172 8.4 182,564 26,941 134,667 110,182 1.57 1.13
２９年度 137,575 4.3 74,955 10,335 52,285 43,116 366,519 6.5 202,679 24,939 138,901 116,093 1.75 1.27
３０年度 134,346 ▲ 2.3 74,817 9,082 50,447 41,988 365,540 ▲ 0.3 208,721 20,984 135,835 114,479 1.82 1.30

３１年度合計 120,623 ▲ 10.2 68,352 7,732 44,539 36,901 332,197 ▲ 9.1 193,339 17,750 121,108 101,626 1.71 1.20
３１年度月平均 10,052 ▲ 10.2 5,696 644 3,712 3,075 27,683 ▲ 9.1 16,112 1,479 10,092 8,469 1.71 1.20

３１年　４月 10,480 ▲ 8.1 6,203 539 3,738 3,216 29,074 ▲ 5.0 17,061 1,489 10,524 8,997 1.45 1.21
元年　５月 10,054 ▲ 12.1 5,779 589 3,686 3,102 28,264 ▲ 9.0 16,619 1,418 10,227 8,752 1.63 1.18

６月 10,073 ▲ 9.6 5,650 744 3,679 3,143 27,945 ▲ 7.2 16,399 1,545 10,001 8,554 1.82 1.19
７月 10,693 ▲ 4.0 6,257 647 3,789 3,128 28,139 ▲ 6.5 16,604 1,511 10,024 8,515 1.82 1.20
８月 10,157 ▲ 13.8 5,964 732 3,461 2,939 27,875 ▲ 9.1 16,470 1,583 9,822 8,391 2.08 1.25
９月 10,597 ▲ 7.9 5,771 923 3,903 3,281 28,986 ▲ 6.4 16,780 1,825 10,381 8,845 2.13 1.34

１０月 10,906 ▲ 8.3 6,069 802 4,035 3,191 29,009 ▲ 9.9 16,719 1,842 10,448 8,692 2.13 1.35
１１月 9,888 ▲ 12.3 5,497 458 3,933 3,107 28,195 ▲ 10.7 16,188 1,425 10,582 8,682 2.00 1.33
１２月 9,237 ▲ 0.7 5,157 532 3,548 2,781 27,100 ▲ 6.3 15,684 1,136 10,280 8,314 1.27 1.16

２年　１月 9,023 ▲ 21.4 5,077 573 3,373 2,730 25,475 ▲ 13.3 14,781 1,159 9,535 7,817 1.25 1.02
２月 9,951 ▲ 9.4 5,493 583 3,875 3,202 25,936 ▲ 12.3 14,863 1,403 9,670 7,948 1.86 1.12
３月 9,564 ▲ 13.2 5,435 610 3,519 3,081 26,199 ▲ 13.8 15,171 1,414 9,614 8,119 1.56 1.12

２年　４月 7,656 ▲ 26.9 4,649 469 2,538 2,209 23,289 ▲ 19.9 14,023 1,224 8,042 7,007 1.09 0.96
　５月 7,406 ▲ 26.3 4,403 467 2,536 2,206 20,914 ▲ 26.0 12,876 1,230 6,808 6,032 1.40 0.88

６月 8,406 ▲ 16.5 5,072 594 2,740 2,354 20,897 ▲ 25.2 13,075 1,166 6,656 5,861 1.42 0.87
７月 8,349 ▲ 21.9 4,917 660 2,772 2,382 21,561 ▲ 23.4 13,275 1,384 6,902 6,146 1.54 0.90
８月 8,011 ▲ 21.1 4,814 665 2,532 2,257 22,150 ▲ 20.5 13,739 1,537 6,874 6,123 1.75 0.93
９月 9,114 ▲ 14.0 5,285 795 3,034 2,515 23,280 ▲ 19.7 14,055 1,770 7,455 6,488 1.99 0.98

１０月 9,238 ▲ 15.3 5,456 744 3,038 2,435 23,962 ▲ 17.4 14,501 1,789 7,672 6,517 1.94 1.04
１１月 8,432 ▲ 14.7 4,856 448 3,128 2,353 23,877 ▲ 15.3 14,410 1,477 7,990 6,532 1.83 1.06
１２月 8,040 ▲ 13.0 4,836 677 2,527 2,067 23,274 ▲ 14.1 14,214 1,428 7,632 6,192 1.22 0.96

３年　１月 8,455 ▲ 6.3 5,000 693 2,762 2,121 22,680 ▲ 11.0 13,912 1,419 7,349 6,042 1.40 0.89
２月
３月

２年度合計 83,107 ▲ 17.8 49,288 6,212 27,607 22,899 225,884 ▲ 19.3 138,080 14,424 73,380 62,940 1.52 0.95

（資料）　青森労働局職業安定部職業安定課「職業安定業務統計」。
（注）　新規学卒を除く。「うち常用」、「うち臨時季節」はパートタイムを除く。

職　　業　　紹　　介　　状　　況　　（ 求人 ）
（単位：人、％、倍）

新　　　規　　　求　　　人　　　数 月　　間　　有　　効　　求　　人　　数 求　　人　　倍　　率

全 数 計 全 数 計
原数値　（全数）
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（人） （人） （％）

パート除く パートタイム パート除く パートタイム パート除く パートタイム

産 Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 127 93 34 53 33 20 71.6 55.0 142.9

業 Ｃ　鉱業,採石業,砂利採取業（05）　　　　　 1 1 0 -3 -3 0 -75.0 -75.0 -

別 Ｄ　建設業（06～08）　　　　 1,296 1,259 37 99 82 17 8.3 7.0 85.0

　　06　総合工事業　　 757 727 30 -12 -29 17 -1.6 -3.8 130.8

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 589 423 166 -34 -81 47 -5.5 -16.1 39.5

　　09　食料品製造業　　　　 307 187 120 32 -1 33 11.6 -0.5 37.9

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 5 5 0 -1 -1 0 -16.7 -16.7 -

　　11　繊維工業　　　　　 33 27 6 0 -1 1 0.0 -3.6 20.0

　　12　木材・木製品製造業（家具を除く）　 8 8 0 4 4 0 100.0 100.0 -

　　13　家具・装備品製造業　　 0 0 0 0 0 0 - - -

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 5 5 0 -5 1 -6 -50.0 25.0 -100.0

　　15　印刷・同関連業　 17 15 2 1 2 -1 6.3 15.4 -33.3

　　16　化学工業 0 0 0 -1 -1 0 -100.0 -100.0 -

　　17　石油製品・石炭製品製造業 2 0 2 1 -1 2 100.0 -100.0 -

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 5 5 0 1 1 0 25.0 25.0 -

　　19　ゴム製品製造業 1 1 0 1 1 0 - - -

　　21　窯業・土石製品製造業 22 18 4 15 11 4 214.3 157.1 -

　　22　鉄鋼業 3 3 0 1 1 0 50.0 50.0 -

　　23　非鉄金属製造業 12 11 1 -11 -11 0 -47.8 -50.0 0.0

　　24　金属製品製造業 43 43 0 -37 -35 -2 -46.3 -44.9 -100.0

　　25　はん用機械器具製造業 5 5 17 -5 -5 -3 -50.0 -50.0 -13.2

　　26　生産用機械器具製造業　 5 2 3 -5 -6 1 -50.0 -75.0 50.0

　　27　業務用機械器具製造業　　 14 10 4 10 6 4 250.0 150.0 -

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 46 42 4 -41 -39 -2 -47.1 -48.1 -33.3

　　29　電気機械器具製造業 23 15 8 -4 -8 4 -14.8 -34.8 100.0

　　30　情報通信機械器具製造業　　　　 23 14 9 20 11 9 666.7 366.7 -

　　31　輸送用機械器具製造業 3 3 0 -13 -13 0 -81.3 -81.3 -

　　20,32 その他の製造業 7 4 3 3 3 0 75.0 300.0 0.0

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業（33～36）　 14 6 8 -3 -1 -2 -17.6 -14.3 -20.0

Ｇ　情報通信業（37～41） 29 26 3 -52 -41 -11 -64.2 -61.2 -78.6

　　39　情報サービス業 13 11 2 -52 -43 -9 -80.0 -79.6 -81.8

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 331 300 31 -127 -56 -71 -27.7 -15.7 -69.6

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 1,119 618 501 -190 -41 -149 -14.5 -6.2 -22.9

　　50～55　卸売業 292 210 82 46 -9 55 18.7 -4.1 203.7

　　56～61　小売業 827 408 419 -236 -32 -204 -22.2 -7.3 -32.7

　　56　各種商品小売業　　　 32 2 30 -25 1 -26 -43.9 100.0 -46.4

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 58 53 5 14 14 0 31.8 35.9 0.0

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 82 55 27 11 2 9 15.5 3.8 50.0

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 111 74 37 -14 -19 5 -11.2 -20.4 15.6

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 393 133 260 -115 -37 -78 -22.6 -21.8 -23.1

　　76　飲食店　　　 229 59 170 -54 -29 -25 -19.1 -33.0 -12.8

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 196 90 106 -76 -41 -35 -27.9 -31.3 -24.8

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 177 81 96 -7 -15 8 -3.8 -15.6 9.1

Ｐ　医療,福祉（83～85） 2,331 1,532 799 -219 -11 -208 -8.6 -0.7 -20.7

　　83　医療業 590 372 218 -376 -233 -143 -38.9 -38.5 -39.6

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 1,733 1,152 581 152 216 -64 9.6 23.1 -9.9

Ｑ　複合サービス事業（86,87） 27 22 5 -34 -1 -33 -55.7 -4.3 -86.8

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 1,216 827 389 242 253 -11 24.8 44.1 -2.8

　　91　職業紹介・労働者派遣業 360 285 75 100 78 22 38.5 37.7 41.5

　　92　その他の事業サービス業 641 349 292 83 94 -11 14.9 36.9 -3.6

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 358 100 258 -327 -33 -294 -47.7 -24.8 -53.3

8,455 5,693 2,762 -782 4 -786 -8.5 0.1 -22.2

規 ２９人以下 5,475 3,666 1,809 -38 174 -212 -0.7 5.0 -10.5

模 ３０～９９人 2,044 1,386 658 -30 115 -145 -1.4 9.0 -18.1

別 １００～２９９人 710 525 185 -388 -211 -177 -35.3 -28.7 -48.9

３００～４９９人 112 55 57 -298 -26 -272 -72.7 -32.1 -82.7

５００～９９９人 51 40 11 -55 -41 -14 -51.9 -50.6 -56.0

１，０００人以上 63 21 42 27 -7 34 75.0 -25.0 425.0

（注）　平成２５年１０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

産業別、規模別一般新規求人状況（新規学卒者を除く）
令和３年１月

新規求人数 対前年増減数 対前年同月比

全　数 全　数 全　数

合　　　　　　　　計
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当　月 前年同月 増減率 当　月 前年同月 当　月 前年同月 当　月 前年同月 増減率 当　月 前年同月 当　月 前年同月 ④／①

127 102 24.5 71 64 34 36 23 23 0.0 14 17 5 4 18.1
1 4 ▲ 75.0 1 3 0 0 0 2 ▲ 100.0 0 2 0 0 -

1,296 1,079 20.1 1,220 1,030 37 37 104 99 5.1 92 91 8 6 8.0
589 611 ▲ 3.6 361 358 166 194 128 175 ▲ 26.9 89 114 25 47 21.7
312 307 1.6 147 153 120 105 61 76 ▲ 19.7 36 39 20 28 19.6
33 61 ▲ 45.9 27 40 6 17 4 15 ▲ 73.3 4 9 0 5 12.1
8 6 33.3 8 6 0 0 2 6 ▲ 66.7 2 6 0 0 25.0
5 12 ▲ 58.3 4 9 0 1 2 6 ▲ 66.7 2 3 0 2 40.0

17 22 ▲ 22.7 15 8 2 14 7 5 40.0 3 2 4 3 41.2
8 10 ▲ 20.0 6 9 2 1 5 4 25.0 5 4 0 0 62.5

22 12 83.3 17 11 4 1 4 1 300.0 4 1 0 0 18.2
15 28 ▲ 46.4 14 25 1 3 1 5 ▲ 80.0 1 5 0 0 6.7
43 36 19.4 43 31 0 4 5 13 ▲ 61.5 5 11 0 2 11.6
10 13 ▲ 23.1 7 13 3 0 5 6 ▲ 16.7 5 5 0 1 50.0
14 4 250.0 10 1 4 3 1 7 ▲ 85.7 1 5 0 2 7.1
46 36 27.8 36 25 4 10 21 14 50.0 17 12 0 0 45.7
23 46 ▲ 50.0 15 14 8 30 4 9 ▲ 55.6 2 5 1 4 17.4
23 2 1,050.0 5 1 9 1 6 3 100.0 2 2 0 0 26.1
3 2 50.0 3 1 0 1 0 2 ▲ 100.0 0 2 0 0 -
7 14 ▲ 50.0 4 11 3 3 0 3 ▲ 100.0 0 3 0 0 -

14 12 16.7 4 0 8 9 6 10 ▲ 40.0 0 1 6 9 42.9
29 62 ▲ 53.2 25 43 3 16 10 12 ▲ 16.7 4 9 3 1 34.5

331 323 2.5 282 247 31 42 77 63 22.2 56 51 14 9 23.3
1,119 1,399 ▲ 20.0 575 639 501 743 214 238 ▲ 10.1 104 119 95 107 19.1

292 270 8.1 194 191 82 76 76 75 1.3 44 54 24 19 26.0
827 1,129 ▲ 26.7 381 448 419 667 138 163 ▲ 15.3 60 65 71 88 16.7
58 78 ▲ 25.6 25 46 5 30 5 2 150.0 3 2 1 0 8.6
82 92 ▲ 10.9 49 54 27 36 18 22 ▲ 18.2 13 14 4 7 22.0

111 137 ▲ 19.0 56 76 37 40 34 24 41.7 22 16 10 8 30.6
393 486 ▲ 19.1 133 140 260 338 69 74 ▲ 6.8 31 28 38 45 17.6
134 119 12.6 61 48 73 70 19 30 ▲ 36.7 12 13 7 17 14.2
259 367 ▲ 29.4 72 92 187 268 50 44 13.6 19 15 31 28 19.3
196 248 ▲ 21.0 78 99 106 147 33 39 ▲ 15.4 19 15 14 24 16.8
177 165 7.3 75 80 96 73 35 28 25.0 13 12 17 12 19.8

2,331 2,656 ▲ 12.2 1,439 1,635 799 957 372 436 ▲ 14.7 256 282 104 144 16.0
590 832 ▲ 29.1 354 482 218 322 102 119 ▲ 14.3 69 82 29 33 17.3

1,733 1,818 ▲ 4.7 1,077 1,149 581 634 267 317 ▲ 15.8 185 200 74 111 15.4
27 87 ▲ 69.0 17 19 5 26 14 18 ▲ 22.2 5 10 6 5 51.9

1,216 1,079 12.7 497 502 389 313 155 183 ▲ 15.3 63 83 64 79 12.7
358 403 ▲ 11.2 92 42 258 336 86 105 ▲ 18.1 3 8 76 84 24.0

8,455 9,023 ▲ 6.3 5,000 5,077 2,762 3,373 1,383 1,553 ▲ 10.9 787 874 490 591 16.4

（資料）　青森労働局職業安定部職業安定課「職業安定業務統計」。

（注）　①新規求人数（②＋③＋臨時・季節）、④充足数（⑤＋⑥＋臨時・季節）。

医 療 業

社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 ・ 介 護 事 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サ ー ビ ス 業 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の )

公 務 （ 他 に 分 類 さ れ る も の を 除 く ） ・ そ の 他

合 計

医 療 , 福 祉

卸 売 業 ， 小 売 業

卸 売 業

小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業

飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業

教 育 ， 学 習 支 援 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

鉄 鋼 業 ， 非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

は ん 用 ・ 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

⑥ パートタイム

農 ， 林 ， 漁 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

食 料 品 製 造 業 ， 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業

繊 維 工 業

木材 ・ 木製品製造業（家具を除く）家具 ･ 装備品製造業

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

化学工業，石油製品・石炭製品製造業，プラスチック，ゴム製品製造業

産 業 別 新 規 求 人 ・ 充 足 状 況  （ 新 規 学 卒 を 除 く ）
令和３年１月 （単位:人、％）

区 分
① 新  規  求  人  数 ④ 充      足      数 充 足 率

② 常     用 ③ パートタイム ⑤ 常     用
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令和３年１月

区　　　分 対 前 年  う ち  う ち  う ち  う ち 対 前 年  う ち  う ち  う ち  う ち
同 期 比 常    用 臨時季節 パートタイム うち常用 中 高 年 同 期 比 常    用 臨時季節 パートタイム うち常用 中 高 年

２２年度 127,002 ▲ 4.4 76,178 22,920 27,904 27,645 39,511 454,240 ▲ 9.1 309,048 42,080 103,112 102,419 140,854
２３年度 121,269 ▲ 4.5 73,985 20,219 27,065 26,794 36,914 438,552 ▲ 3.5 297,190 37,685 103,677 102,889 134,210
２４年度 113,426 ▲ 6.5 69,217 19,052 25,157 24,952 34,281 406,861 ▲ 7.2 273,737 36,076 97,048 96,463 120,790
２５年度 108,037 ▲ 4.8 65,547 17,674 24,816 24,630 32,618 388,917 ▲ 4.4 258,186 34,008 96,723 96,211 115,240
２６年度 100,673 ▲ 6.8 60,925 16,214 23,534 23,317 31,300 360,587 ▲ 7.3 236,174 31,399 93,014 92,419 108,692
２７年度 92,698 ▲ 7.9 56,005 14,449 22,244 22,050 29,455 333,669 ▲ 7.5 215,803 28,148 89,718 89,166 101,862
２８年度 84,143 ▲ 9.2 51,188 12,348 20,607 20,443 27,493 303,715 ▲ 9.0 196,285 22,669 84,761 84,293 94,654
２９年度 78,462 ▲ 6.8 47,422 10,803 20,237 20,088 26,176 288,670 ▲ 5.0 183,260 20,493 84,917 84,484 91,683
３０年度 74,010 ▲ 5.7 43,925 9,754 20,331 20,237 25,101 280,715 ▲ 2.8 172,589 19,124 89,002 88,658 88,881
３１年度 70,732 ▲ 4.4 41,920 9,027 19,785 19,643 25,093 276,336 ▲ 1.6 168,149 17,337 90,850 90,452 90,116

３１年度月平均 5,894 ▲ 4.4 3,493 752 1,649 1,637 2,091 23,028 ▲ 1.6 14,012 1,445 7,571 7,538 7,510
３１年　４月 7,248 ▲ 8.2 4,373 480 2,395 2,385 2,446 23,930 ▲ 4.7 15,110 778 8,042 8,015 7,474
元年　５月 6,171 ▲ 6.0 3,791 533 1,847 1,844 2,100 23,965 ▲ 5.2 14,939 923 8,103 8,078 7,683

６月 5,532 ▲ 1.1 3,299 620 1,613 1,603 1,949 23,560 ▲ 1.9 14,404 1,157 7,999 7,972 7,694
７月 5,890 2.6 3,551 776 1,563 1,548 2,050 23,413 0.4 14,296 1,409 7,708 7,677 7,645
８月 4,881 ▲ 8.8 3,181 337 1,363 1,359 1,567 22,247 ▲ 0.7 13,838 988 7,421 7,396 6,997
９月 4,968 0.3 3,286 87 1,595 1,588 1,398 21,555 ▲ 0.3 13,818 207 7,530 7,504 6,343

１０月 5,113 ▲ 10.2 3,419 102 1,592 1,580 1,515 21,457 ▲ 2.3 13,817 176 7,464 7,438 6,291
１１月 4,944 ▲ 8.6 2,958 556 1,430 1,416 1,703 21,172 ▲ 3.2 13,226 643 7,303 7,269 6,445
１２月 7,287 ▲ 0.1 2,949 3,004 1,334 1,319 3,536 23,457 ▲ 0.8 12,784 3,653 7,020 6,982 8,545

２年　１月 7,197 ▲ 0.4 3,756 1,713 1,728 1,706 2,944 25,042 0.7 13,310 4,521 7,211 7,163 9,526
２月 5,357 ▲ 12.4 3,382 506 1,469 1,461 1,846 23,204 ▲ 0.5 13,851 2,051 7,302 7,264 7,964
３月 6,144 ▲ 0.3 3,975 313 1,856 1,834 2,039 23,334 0.1 14,756 831 7,747 7,694 7,509

２年　４月 7,003 ▲ 3.4 4,340 418 2,245 2,218 2,446 24,317 1.6 14,985 1,294 8,038 7,978 8,086
　５月 5,281 ▲ 14.4 3,033 738 1,510 1,495 2,050 23,821 ▲ 0.6 14,412 1,491 7,918 7,849 8,173

６月 5,911 6.9 3,402 856 1,653 1,628 2,232 24,110 2.3 14,261 1,824 8,025 7,952 8,386
７月 5,406 ▲ 8.2 3,210 742 1,454 1,436 2,032 23,975 2.4 14,225 2,000 7,750 7,683 8,409
８月 4,581 ▲ 6.1 2,968 209 1,404 1,388 1,448 23,754 6.8 14,530 1,369 7,855 7,784 7,941
９月 4,575 ▲ 7.9 3,102 59 1,414 1,398 1,344 23,641 9.7 14,750 882 8,009 7,944 7,577

１０月 4,751 ▲ 7.1 3,198 135 1,418 1,398 1,537 22,951 7.0 14,631 395 7,925 7,864 7,149
１１月 4,604 ▲ 6.9 2,811 496 1,297 1,280 1,637 22,464 6.1 14,103 683 7,678 7,617 7,188
１２月 6,574 ▲ 9.8 2,803 2,586 1,185 1,170 3,354 24,251 3.4 13,693 3,205 7,353 7,298 9,108

３年　１月 6,030 ▲ 16.2 3,239 1,415 1,376 1,358 2,533 25,487 1.8 13,750 4,488 7,249 7,199 10,186
２月
３月

２年度合計 54,716 ▲ 7.6 32,106 7,654 14,956 14,769 20,613 238,771 3.9 143,340 17,631 77,800 77,168 82,203

（資料）　青森労働局職業安定部職業安定課「職業安定業務統計」。
（注）　新規学卒を除く。「うち常用」、「うち臨時季節」、「うち中高年」はパートタイムを除く。

職　　業　　紹　　介　　状　　況　　（ 求職 ）
（単位：人、％）

新　　　規　　　求　　　職　　　者　　　数 月　　間　　有　　効　　求　　職　　者　　数

全 数 計 全 数 計
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